
 

 

 

（新）地方公共団体毎の二酸化炭素排出量調査・推計業務 

７０百万円（０百万円）

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

平成 20 年 6 月に成立した改正地球温暖化対策の推進に関する法律では、

一定規模以上の地方公共団体に対して、実行計画（旧地域推進計画）の策

定が義務づけられることとなった。しかし、活動量の把握が困難等の理由

により、域内の排出量の推計が困難な自治体も多いことから、国が市町村

別の推計を行い、データが必要な自治体に提供できる仕組みを作る。 

 

２．事業計画 

地方公共団体毎に、住民一人あたり、勤労者数あたり、自動車台数あた

りなどの排出単位あたりの温室効果ガス排出量を、国内排出量を踏まえ、

数ヶ月以内で集計して公開する仕組みを構築する。 

 

３．施策の効果 

主に家庭部門と運輸部門のうちの旅客輸送による二酸化炭素排出量の推

移を自治体および国民に周知させ、行政区毎の目標達成の程度を示すこと

が出来る。 

 

４．備考 

環境保全調査費  ７０百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新）地方公共団体毎の二酸化炭素排出量調査・推計業務

○自ら排出する温室効果ガスを減らす事業者として
の責務（法第４条第２項）

○地域において総合的かつ計画的な施策を推
進する責務(法第20条第２項）

すべての自治体で実行計画の策定を義務付け
（法第21条）

○自治体自らの事務事業に伴い発生する温室効果ガス
の排出削減等の計画の策定
・庁舎・施設の省エネ対策 等
（法第８条第２項第２号の基本的事項に基づき策定）

○地域の取組についての計画策定
・自然エネルギー導入の促進

・地域の事業者、住民による省エネその他の排出抑
制の推進

・公共交通機関、緑地その他の地域環境の整備・改
善 等

○都市計画や農業振興地域整備計画などの施策の
実施に反映

（改正法第20条の３）

○地方公共団体実行計画協議会による策定協議・実施
の連絡調整

関係行政機関、関係地方公共団体、推進員、地域セン
ター、事業者、住民等がこぞって参画
（改正法第20条の４）

法改正後の取組

旧温対法上の取組
地方公共団体実行計画地方公共団体実行計画 地域の取組地域の取組

すべての自治体で取組は任意

拡充された地方公共団体実行計画拡充された地方公共団体実行計画

都道府県、政令市、中核市、特例市に対して策定義務付け（改正法第20条の３）

中核市未満
の市町村
変更なし

中核市未満
の市町村
変更なし

○都道府県、政令市、中核市、特例市は、毎年１回、温室効果ガス総排出量等を公表（改正法第２０条の３）

→域内の排出量の推計が困難な自治体も多いことから、国が市町村別の推計を行い、データが必要な
自治体に提供できる仕組みの構築を検討


